
令和４年度 経営発達支援計画 

～ みやま市商工会 地域経済動向調査【要約版】 ～ 

※中小企業の動向及び令和 2年度中小企業振興施策の実施状況より一部抜粋 

 

 

県内の百貨店・スーパー販売額の推移を見ると、2019 年は消費税増税等の影響により減少し、

2020 年はコロナ禍での休業や営業時間短縮、外出自粛、インバウンド消費減少の影響により前年

比 10.9％減となりました。 

インターネットを利用した支出は、コロナ禍における外出自粛や在宅勤務の増加等により前年比

11.6％増加となりました。 

 

 

 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、県内における 2020 年平均の有効求人倍率は、1.15

倍と、前年の 1.57 倍を 0.42 ポイント下回りました。単年での下げ幅としては、リーマンショック

時を超え、過去最大でした。また、完全失業率は 3.0％となり、前年から 0.2 ポイント上昇してい

ます。 

 

 

 

 

 

新規開業は、市場競争の促進や新市場の創出、産業の高度化が図られるなど、県経済の活性化に

寄与します。2020 年度の本件の開業率は、6.04％と前年度から約 1％増加し、全国の平均値を上回

りました。廃業率は、3.69％と前年度を下回りました。 

【消費動向について】 

【雇用について】 

【開廃業率の推移について】 



   

 

 

福岡県の中小企業における従業員過不足

DI（従業員の今期の状況について、「過剰と

答えた企業の割合」から、「不足と答えた企

業の割合」を引いたもの）は、2009 年頃か

ら低下傾向にあり、2020 年は新型コロナウ

イルスの影響により一時的に上昇しました

が、依然として人手不足感が強い状況が続

いています。 

 

 

県内中小企業の資金繰り DI を見ると、リーマ

ンショック以降、企業の収益改善と金融機関の貸

出態度の軟化を背景に、資金繰りの状況は改善傾

向にありました。 

2020 年第 2 四半期に新型コロナウイルス感染

拡大の影響により大きく下降し、第 3 四半期以降

は持ち直しの動きが見られます。 

 

 

 

中小企業経営者の年齢分布の推移を見ると、最も多い年齢層が 1995 年の 50～54 歳から、2015

年には 65 歳～69 歳へと移行し、経営者年齢の高齢化が進んでいましたが、2020 年では最も多い

年齢層が 60 歳～74 歳に分布しており、団塊世代の経営者が事業承継や廃業などにより引退してい

ること考えられます。 

経営指導員等による事業承継診断の結果、中小企業のうち、後継者候補がおらず、事業の売却・

譲渡先の候補がない等の企業は 37％に上ります。また、後継者候補がいても事業承継の準備に着手

していない等の企業が 30％あり、これら 67％の企業に対し、事業承継の取組みを働きかけていく

ことが重要だと考えられています。 

【人手不足の状況について】 

【資金繰りの状況について】 

【経営者の高齢化と事業承継について】 



  

 

 

中小企業のデジタル化を進めることは、業務を効率化し、生産性の向上を図るうえで非常に重要

です。 

福岡県が実施したアンケート（※1）では、IT の導入、活用状況について、65％が「実施してい

る・検討中」、35％が「非常している・検討していない」と回答しました。 

「実施している・検討中」と回答した企業においては、現在導入しているもの、今後導入予定の

ものは、いずれも「SNS を活用した販路拡大」が最も多くなっており、コロナ禍における販路拡大

への取り組みへの活用が一因と考えられます。 

「非実施・検討していない」理由としては、「経営者の IT への理解不足」、「費用対効果」等が多

く、中企業のデジタル化に対する理解を深めていくことが重要と考えられます。 

（※1）アンケート調査の概要－調査対象：県内中小企業 1,220 社 実施時期：令和 3 年 7 月～9 月 

 

      

 

 

【デジタル化について】 



 

県内中小企業アンケート調査において、

小規模事業者の売上拡大に取り組み上での

課題について見ると、「人材の不足」、「自社

PR の不足」、「市場ニーズ等に関する情報の

不足」など販路開拓に影響すると考えられ

る課題が上位に位置しました。 

BtoB型小規模事業者の売上高が最も多い

主要販売地域を、人口密度区分別に比較す

ると、人口濃密度が小さい「区分 1」「区分

2」の地域に立地している者の方が、主要販売地域を「同一市町村」としていることから、商圏が狭

いことがわかります。いずれの人口密度区分でも、「同一市町村以外」を主要販売先とする者の方

が、過去 5 年間の利益が「増加傾向」である割合が高く、立地地域における需要縮小や大規模小売

店舗の進出等の影響を強く受ける構造となっています。 

 

 

【販路の開拓について】 


